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柏市福祉有償運送運営協議会 

令和５年１月改正版 
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福祉有償運送とは                            

 タクシー等の公共交通機関によっては要介護者や障害者等に対する十分な輸

送サービスが確保できないと認められる場合に，ＮＰＯ法人や社会福祉法人等

が，営利とは認められない範囲の対価により，自家用自動車を利用して当該法

人の会員に対して行う個別の輸送サービスのことです。 

 福祉有償運送を行おうとする場合は，道路運送法第７８条第２号及び第７９

条の規定に基づき管轄の運輸支局に登録を受ける必要があり，そのためには，

自治体が主宰する運営協議会において合意を得ることが必要とされています。 

 

柏市福祉有償運送運営協議会審査・運用基準           

 柏市では各法令や通達等を基に柏市福祉有償運送運営協議会（以下「運営協

議会」という）の決定を経た以下の基準に沿って審査及び協議を行うものとす

る。（下線付き数字は柏市における上乗せ基準） 

 

＊ これから福祉有償運送事業を始める場合には，以下に記述する要件を尊守 

 したうえで申請登録し運営を行ってください。 

 

◆運送主体  

１ 福祉有償運送を行うことができる実施主体は以下のとおり 

(1) 特定非営利活動法人 

(2) 一般社団法人又は一般財団法人 

(3) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第７項に規定す

る認可地縁団体 

(4) 農業協同組合 

(5) 消費生活協同組合 

(6) 医療法人 

(7) 社会福祉法人 

(8) 商工会議所 

(9) 商工会 

(10) 営利を目的としない法人格を有しない社団であって，代表者の定めが

あり，かつ，当該代表者が道路運送法第７９条の４第１項第１号から第３

号までのいずれにも該当しない者であるもの  
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２ 運送主体である法人の役員は，次のいずれかに該当していないこと。 

(1) １年以上の懲役又は禁固刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行 

 を受けることがなくなった日から２年を経過していない者 

(2) 登録の取消しを受けた法人のその処分を受ける原因となった事項が発 

 生した当時，現にその法人の役員として存在した者で，取消しの日から 

 ２年を経過していない者 

(3) 成年者と同一の行為能力を有しない未成年者又は成年被後見人である 

 場合において，その法定代理人が(1)(2)のいずれかに該当する者である 

 とき 

 ３ 運送主体は，運行に関して全ての責任体制が確立されていること。 

 

◆運送の対象 

 １ 運送の対象となる旅客の範囲は，事前に法人の会員として登録された次 

  の者及びその介助者又は付添人であること。 

(1) 身体障害者福祉法第４条にいう「身体障害者」で身体障害者手帳を所 

 持する者 

(2) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第 5 条に規定する「精神障 

 害者」 

(3) 障害者の雇用の促進等に関する法律第２条第４号に規定する「知的障 

 害者」 

(4) 介護保険法第１９条第１項にいう「要介護者」で介護保険被保険者証 

 を所持する者 

  (5) 介護保険法第１９条第２項にいう「要支援者」 

(6) 介護保険法施行規則第１４０条の６２の４第２号の基準（基本チェッ 

 クリスト）に該当する者 

(7) その他肢体不自由，内部障害（人工血液透析を受けている場合を含む）， 

 知的障害，精神障害その他の障害を有する者（自閉症，学習障害などの 

 発達障害を有する者を含む） 

   以上の者のうち，他人の介助によらずに移動することが困難であると認 

  められ，かつ，単独ではタクシーその他の公共交通機関を利用することが 

困難な者。なお，(5)及び(7)に該当する者を対象とする場合には，運営協 

議会において身体状況等について運送の対象とすることが適当であるとの 

確認がされた者であること。 

 ２ 上記１の会員として登録された者が運送の対象であることの確認方法は 

  次のようにすること。 
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(1) 会員登録に際しては，移動制約事由チェック票（柏市様式）により確 

 認を行い，当該団体の責任において適正に運用すること。 

(2) 移動制約事由チェック票は客観性を持たせるため，可能な限り確認書 

 類等で国が法令等で示す要件への該当事由等の確認を行うこと。 

(3) 上記１の会員として登録された者のうち(5)及び(7)に該当する者が会 

 員となる場合には，個人情報に配慮した形で市に移動制約事由チェック 

 票を提出すること。（提出された会員名簿及び移動制約事由チェック票等 

 は，市が審査し，その結果を運営協議会に報告すること。） 

 ３ 申請日において運送しようとする旅客の中に上記１に該当する者がいな 

  い区分については，申請することができないこと。 

 ４ 複数乗車（１回の運行で複数の会員を運送）を行う時は，透析患者のた 

めの運送，知的障害者，精神障害者の施設送迎等であって運営協議会が必 

要と認めた場合で，かつ，収受する対価が関係通達等の定める基準を満た 

していることについて運営協議会の合意が必要とすること。 

 ５ 運営主体は，会員の氏名，住所，年齢及び移動制約者であることの事実 

  その他必要な事項を記載した会員名簿を，個人情報の保護の観点から適切 

  に作成し管理すること。 

 ６ 国が法令等で示す要件に該当しても，タクシーの利用が可能ならば福祉・ 

介護タクシー及び一般タクシーなど他の交通機関を紹介するなど，運送主 

体同士が連携協力しながら移動困難者の移動手段を確保する方策を講じる 

こと。 

 ７ 会員登録は，当該団体で対応可能な会員数とし，むやみに会員数を拡大 

  しないこと。 

 

◆運送の区域 

  福祉有償運送の区域は，運送の発着地のいずれかを柏市とすること。 

 

◆使用車両 

 １ 登録できる使用車両は，乗車定員１１人未満で，かつ，次の車両である 

こと。 

  (1) 福祉自動車 

   ア  寝台車：車内に寝台（ストレッチャー）を固定する設備を有する 

    車両 

   イ 車いす車：車いすの利用者が車いすのまま車内に乗り込むことが 
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    可能な車両でスロープ又はリフト付の車両 

   ウ  兼用車：ストレッチャー及び車いすの双方に対応した車両 

   エ  回転シート車：回転シート（リフトアップシートを含む。）を備え 

    る車両 

  (2) セダン等（貨物運送の用に供する車両を除く。） 

 

 ２ 使用する車両については，運送主体が使用権原を有すること。 

ただし，ボランティア運転者等から提供される車両を使用するときは，

下記の事項に適合すること。 

(1) 運送主体と，ボランティア運転者等との間に車両の使用にかかる契約 

 及び使用承諾が締結され，当該内容を証する書面が作成されていること。 

(2) 当該契約書及び使用承諾書において，有償運送の管理及び運営，特に 

 事故発生，苦情等への対応について，運送主体が責任を負うことが明確 

 化されていること。 

 ３ 外部から見やすいように使用車両の車体の側面に有償運送の登録を受け 

  た車両である旨の表示をしてあること。表示方法は次のとおりとすること。 

  (1) 運送者の名称 

  (2) 「有償運送車両」の文字 

  (3) 登録番号 

   上記の事項について,文字はステッカー，マグネットシール又はペンキ 

  等による横書きとし，一文字の大きさは縦横５０ミリ以上とする。 

 ４ ボランティア運転者等との契約に基づき使用している車両や福祉有償運 

  送以外にも使用する可能性のある車両には，誤解を避けるためにマグネッ 

  ト式表示等を使用し，福祉有償運送以外の用途に使用する場合には当該表 

  示を外すこと。 

 ５ 登録証の交付を受けた運送主体は，登録証の写しを自動車に備えておか 

  なければならない。 

 ６ 自動車内に名称，運転者の氏名，登録番号，対価に関する事項を旅客に 

  見やすいように掲示すること。 

 ７ 使用車両は，道路運送車両法第４８条の規定に定める点検を実施するこ 

と。 
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◆運転者 

 １ 自動車の種類に応じて，次のいずれかの要件を備える者であること。 

自動車の種類 運転者の要件 

(1) 福祉自動車 ア 第二種運転免許を有しており，その効力が停止されてい 

 ない者。 

イ 第一種運転免許を有しており，その効力が過去２年以内 

 において停止されていない者，かつ運転歴が３年以上の 

 者であって国土交通大臣が認定する福祉有償運送運転者講 

 習を修了している者。 

(2) セダン型  (1)の福祉自動車を運転させる場合の要件に加えて，次の要

件のいずれかを備える者。（またはいずれかの要件を備える者

の乗務） 

 ア 介護福祉士 

 イ 国土交通大臣が認定するセダン等運転者講習を修了し 

ている者。 

 ウ 訪問介護員 

 エ その他，国土交通大臣が認める要件を備えている者。 

 

 ２ 運転者が死者又は負傷者（自動車損害賠償保障法施行令第５条第２号， 

  ３号，又は第４号に掲げる障害を受けた者）が生じた事故を引き起こした 

  場合，その他輸送の安全が確保されていないと認められる場合は，独立行 

  政法人自動車事故対策機構が実施する適正診断を受診させ，運転免許の停 

  止条件が解除された後でなければ運転業務を再開してはならない。 

 ３ 運営主体においては，運転者の氏名，住所，生年月日，運転免許証に関 

  する内容，講習等の受講歴，交通事故や道路交通法違反に係る履歴等を記 

  載した運転者台帳を運転者ごとに作成し，加除等を適切に行い２年間保管 

  すること。 

 ４ 運送主体の名称，運転者の氏名，運転免許証の有効期限，運転者として 

  の要件等を記載した運送主体の発行する運転者証を車内に掲示，あるいは 

  運転者に携行させること。 

 ５ 運送主体は，定期的な研修計画を自主的に作成し，質の向上を図れるよ 

  うな研修を普段から運転者に積極的に受講させることにより，運送の安全 

  及び旅客の利便の確保に努めること。 
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◆損害賠償措置 

 １ 運送主体が所有する場合，あるいはボランティア運転者等から提供され 

  る車両を使用する場合においても，全ての車両が原則として，対人８，０ 

  ００万円以上，対物２００万円以上の任意保険もしくは共済（搭乗者傷害 

  を対象に含むものに限る。）に加入していること又はその計画があること。 

 ２ 上記における損害賠償保険は，次のとおり別に定めたものを優先して， 

  加入すること。 

(1) 損害賠償保険は，対人無制限，対物１，０００万円以上，搭乗者傷害 

 １，０００万円以上とすること。 

(2) ボランティア運転者等から提供される自家用自動車を使用する場合， 

 有償運送中の事故が対象となる保険に加入すること。 

 

◆運送の対価 

 １ 福祉有償運送の対価は，以下に掲げる範囲のものをいう。 

  (1) 運送の対価  

    運送サービスの利用に対する対価で，営利に至らない範囲として，次 

   の中から選択すること。ただし，市内におけるタクシーの上限運賃額の 

   概ね２分の１の範囲内であること。 

   ア 距離制 

     原則として，旅客の乗車した地点から降車した地点までの走行距離 

    に応じて対価を設定すること。 

   イ 時間制 

     旅客の指定した場所に到着した時から旅客の運送を終了するまでに 

    要した時間により運送の対価を定めること。 

   ウ 定額制 

     旅客の運送に要した時間及び距離によらず１回の利用ごとに対価を 

    定めるもの又はあらかじめ利用者の利用区間ごとの対価の額を定める 

    こと。 

     なお，これらのいずれにもよりがたい場合にあっては，運営協議会 

    の合意に基づき地域の実情に応じた運送の対価を設定することができ 

    ること。 

     ア及びイにおいて，車庫を出発した時点からの走行距離を基に対価 

    算定する場合には，タクシーが運送した場合の実車運賃額に迎車回送 

    料金を加えた合計額と比較して，当該対価が概ね２分の１の範囲内で 
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    あること。ただし，この場合，迎車回送料金を併せて徴収しないこと。 

     ウにおいては，利用者間の公平を失するような対価設定をしないこ 

    と。 

  (2) 運送の対価以外の対価 

    運送サービスと連続して，又は一体として行われる役務の提供並びに 

   設備の利用に対する対価（迎車回送料金，待機料金，介助料，添乗料， 

   設備使用料等（ストレッチャー，車椅子使用料等）で，実費の範囲内で 

   あること。 

 ２ 対価の適用方法は次のものとすること。 

(1) 距離制及び時間制の双方を定める場合，それぞれの適用方法について 

 明確な基準を設け利用者に対して適用する対価の説明を行うこと。 

(2) 複数乗車の場合の運送の対価は，旅客一人ずつから対価を収受するた 

 め，「定員を最大限利用したときの対価の総額」又は「平均乗車人員で運 

 行した場合の対価の総額」がタクシー運賃の概ね２分の１の範囲内にあ 

 ること。 

(3) 運送の対価以外の対価については，旅客が利用する設備や提供される 

 サービスの種類ごとに金額を明記した書類を会員に提供するものとする 

 こと。 

 ３ タクシーの半額等，必要以上に価格の安いことをあおって会員等の募集 

  を行わないこと。 

 

◆管理運営体制 

 １ 運行管理責任者は，次に掲げる業務を行うこと。 

  (1) 運転者の要件を備えない者に運転させないこと。 

  (2) 事故等を起こした運転者に対し，適性診断を受けさせること。 

(3) 国土交通大臣が認定する講習を修了した等の要件を備えた乗務者なし 

 に要件を備えない者に運転させないこと。 

 (4) 自家用有償旅客運送自動車の運行に関する計画を作成すること。 

 (5) 運転者が長距離の運転又は夜間の運転に従事する場合であって，疲労等

により安全な運転を継続することができないおそれがあるときは，あらか

じめ交替するための運転者を配置すること。 

 (6) 異常な気象，天災その他の理由により輸送の安全の確保に支障が生ずる

おそれがあるときは，運転者に対する必要な指示その他輸送の安全のため

の措置を講じること。 

 (7) 乗務しようとする運転者に対して，酒気帯びの有無及び疾病，疲労その
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他の理由により安全な運転をすることができないおそれの有無を確認し，

運行の安全を確保するために特別な指示を与え，運転者ごとに確認を行っ

た旨及び指示の内容を記録し，かつ，その記録を一年間保存すること。 

 (8) 乗務を終了した運転者に対して，酒気帯びの有無について確認し，運転

者ごとに確認を行った旨を記録し，かつ，その記録を一年間保存すること。 

 (9) アルコール検知器を常時有効に保持するとともに，酒気帯びの有無につ

いて確認を行う場合には，運転者の状態を目視等で確認するほか，アルコ

ール検知器を用いて行うこと。 

(10) 運転者に対し，安全な運転のための確認を行い，指示を与え，記録し， 

 その記録を保存すること。 

  (11) 運転者に対し，乗務記録を作成させ，その記録を保存すること。 

  (12) 運転者台帳を作成し，事務所に備え置くこと。 

  (13) 事故の記録を作成し，その記録を保存すること。 

  (14) その他運行の安全を確保するために必要な業務 

 ２ 運行管理責任者の選任にあたっては，事務所ごとに配置する自動車の数

により必要となる員数を選任すること。また，運送主体は，運行管理の責

任者へ，国土交通大臣が告示で定める一般講習を受けさせること。 

３ 配置する自動車の数が５以上となる事務所の場合の運行管理責任者は次

のいずれかの要件を満たすこと。 

(1) 道路運送法第２３条第１項の運行管理者（３９両まで１人，以降４０

両ごとに１人） 

    (2) 運行管理者の受験資格を有する者 

    (3) 安全運転管理者の選任要件を備える者 

  (4) 国土交通大臣が同等以上の能力を有すると認めた者 

   (2)～(4)の場合，１９両まで１人，以降２０両ごとに１人。 

 ４ 運行管理者がやむを得ず不在となる場合は，あらかじめ運行管理を代行 

  する者を定め，適切な運行管理の実施を確保すること。（代務者の選任など） 

 ５ 運行管理や整備管理に係る指揮命令，運転者に対する監督等の体制が 

整っており，地方公共団体も含めた事故発生時における緊急連絡体制や苦 

情処理の体制が整備されていること。 

 ６ 利用者に対し，事故発生，苦情対応に係る運営主体の責任者及び連絡先 

  が明瞭に表示されていること。 

 ７ 運営主体は，事故や苦情処理の記録を実施するとともに，事故について 

  は２年間，苦情処理については１年間その記録を保存すること。 

 ８ 運営主体は，次に掲げる事項について速やかに市に報告すること。 

(1) 事故発生時の対応がマニュアル化されており，人身事故及び重大な物 
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 損事故については，書面（参考様式第ト号）にすること。 

(2) 利用者からの苦情への対応がマニュアル化されており，苦情のうち， 

 制度に関わるもの，他の実施主体に影響のあるものについては，書面（参 

 考様式第チ号）にすること。 

(3) 福祉有償運送の輸送実績報告書を市の定めた書面により作成すること。 

 ただし，報告は四半期ごととし市が定めた日までに行うこと。 

 ９ 運送主体は，安全な運転のために乗務しようとする運転者に対して行う 

  確認や指示は，原則として対面により行うものとする。対面での確認が困 

  難である場合には，電話により必要な確認や指示を確実に実施できる体制 

  を整備し実施するとともに，運送主体において書式を定めた安全な運転の 

  ための確認表を１年間保存すること。 

   運転者が乗務したときの乗務記録についても同様とすること。 
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◆その他 

 １ 初回の更新登録の有効期限は２年とする。それ以降の更新登録の有効期 

  限は，原則として２年とし，次のいずれにも該当する場合は，有効期限は

３年とすること。 

(1) 運送主体の運行管理の方法を改善，路線又は運送の区域の変更，対価 

 の変更，保険契約締結の措置等（道路運送法第７９条の９第２項に基づ

く命令）を受けていないこと。 

(2) 重大事故を引き起こしていないこと。（道路運送法第７９条の１０及び

自動車事故報告規則第２条第１項に規定する事故等） 

(3) 道路運送法第７９条の１２に基づく業務の全部又は一部の停止命令を

受けていないこと。 

 ２ 新規及び更新等の申請の際には，国で示されている必要な書類の他，次 

  に掲げる書類を市へ提出すること。 

ア 柏市福祉有償運送運営協議会依頼 

イ 利用料金表 

  ウ 運行管理マニュアル 

 ３ 次に掲げる協議を要しない軽微な事項について変更した場合は，３０日 

  以内に運輸支局に届出を行う。 

  (1) 名称及び住所並びに代表者の氏名 

(2) 自家用有償旅客運送の種別（過疎地有償運送及び福祉有償運送の双方 

 を行う自家用有償旅客運送者が，過疎地有償運送又は福祉有償運送のい 

 ずれかを行わないこととする場合に限る。） 

  (3) 路線又は運送の区域を減少する場合 

  (4) 事務所の名称及び位置 

(5) 事務所ごとに配置する自家用有償旅客運送自動車の数及びその種類ご 

 との数 

  (6) 運送しようとする旅客の範囲 

 ４ 登録の有効期間が満了した場合及び業務の廃止の届出があった場合には， 

登録は抹消される。抹消が行われた場合には，登録証の原本を運輸支局に 

返納しなければならない。 

 ５ 運営協議会の協議を要しない事項の変更及び業務の廃止の届出について 

  は，運輸支局に提出した書類の写しを市へ提出し報告すること。 

 ６ 業務の廃止をする際には，会員に対する説明やその後の措置等，会員の 

  利便性を損なうことのないよう十分な配慮を行うこと。 
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新規登録の申請・更新及び変更等の書類の提出について           

 

 福祉有償運送に関する各種登録の際の申請は，運送の区域の所在する市町村

を所管する運輸支局に必要書類を提出すること。なお，運営協議会への提出書

類は指定するものを除きその写しを提出すること。 

 

１ 福祉有償運送を行う際に必要な登録等は次に掲げるものとする。 

 (1) 新規登録：新たに福祉有償運送を始めようとするとき 

                       （道路運送法第７９条の２） 

 (2) 更新登録：福祉有償運送の有効期間の更新をするとき 

                       （道路運送法第７９条の６） 

 (3) 変更登録：登録事項に変更があるとき   （道路運送法第７９条の７） 

 (4) 軽微な事項の変更の届出：登録事項の軽微な事項を変更したとき 

                    （道路運送法第７９条の７第３項） 

 (5) 業務の廃止をするとき          （道路運送法７９条の１３） 

 

◆新規登録 

１ 申請者は，次のいずれかに該当しない者であること。 

 (1) １年以上の懲役又は禁固刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行を 

  受けることがなくなった日から２年を経過してしない者 

 (2) 登録の取消しを受けた法人のその処分を受ける原因となった事項が発生 

した当時，現にその法人の役員として存在した者で，取消しの日から２年 

を経過していない者 

 (3) 成年者と同一の行為能力を有しない未成年者又は成年被後見人である場 

合においてその法定代理人が(1)(2)のいずれかに該当する者であると 

き 

 (4) 法人である場合においては，その法人の役員が上記(1)～(3)のいずれか 

  に該当する者であるとき 

２ 申請者は，次に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提出しなけ 

 ればならない。 

 (1) 氏名又は名称，法人にあっては代表者の氏名 

 (2) 住所 

 (3) 自家用有償旅客運送の種別 

 (4) 運送の区域 
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 (5) 事務所の名称及び位置 

 (6) 事務所ごとに配置する福祉有償運送に使用する自動車の種類ごとの数 

 (7) 運送しようとする旅客の範囲 

 (8) その他の添付書類 

   運行管理の体制とその他国土交通省令で定める事項を記載した書類を添 

  付すること。 

３ 新規登録に必要な書類は，上記の申請書等（別紙「①新規登録用必要書類 

 一覧」を参考）を市が指定する日までに提出し，運営協議会の同意を得なけ 

 ればならない。 

◆更新登録 

１ 登録の有効期限が満了する日の２ヶ月前から申請の受付が運輸支局におい 

  て始まる。 

２ 複数の運送の区域を有する場合は，それぞれの区域における運営協議会で 

 の合意を得なければならない。 

３ 更新登録に必要な書類は，新規登録と同様（別紙「②更新登録用必要書類 

 一覧」参考）とし，市が指定する日までに提出し，運営協議会の同意を得な 

 ければならない。 

４ 有効期間が満了した後に更新登録を行った場合は，災害等によりやむを得 

 ない場合を除いて，更新は認められない。ただし，運営協議会で更新につい 

 て協議を行っているにも関わらず，有効期間の満了する日までに正当な理由 

 により協議が調わない場合には，協議の調っていることを証する書類を添付 

 せずに更新登録申請を行うことができる。この場合，運営協議会の協議が調 

 っていることを証する書類の提出がされるまで更新登録の可否の判断は保留 

 となる。 

 

◆変更登録 

１ 変更登録が必要なものは次の２点の変更のみとする。 

 (1) 運送の区域の拡大 

   区域を減少する場合は，軽微な事項の変更の届出となる。なお，登録後 

に市町村合併があった場合でも，運送の区域は合併前の旧市町村の範囲に 

あるものとされ，運送の区域を合併後の市町村の範囲とする 

   場合は，合併後運営協議会で協議を経て変更登録を申請すること。 

 (2) 自家用有償旅客運送の種別の変更 

   福祉有償運送の他に過疎地有償運送を行おうとする場合に変更登録が必 



１４ 

 

要となる。ただし，いずれかを廃止する場合は軽微な事項の変更の届出と 

なる。 

２ 変更登録に必要な書類（別紙「③変更登録用必要書類一覧」参考）を市が 

 指定する日までに提出し，柏市福祉有償運送運営協議会の同意を得なければ 

 ならない。 

 

※ 上記(1)・(2)の変更については，市及び運営協議会へは新規扱いになるた 

 め，新規登録の必要書類で申請し，千葉運輸支局へは別紙「③変更登録用必 

 要書類一覧」の書類を提出すること。 

◆軽微な事項の変更の届出 

 次に掲げる軽微な事項の変更は，運輸支局の届出（別紙「④軽微な事項の変

更届出用必要書類一覧」参考）のみとなる。なお，使用する車両が一事業所に

おいて５台以上になる場合は，運行管理体制を記載した書類及び運行管理責任

者の要件を備えていることを証する書類を提出すること。 

 (1) 名称及び住所並びに代表者の氏名 

 (2) 自家用有償旅客運送の種別（過疎地有償運送及び福祉有償運送の双方を 

行う自家用有償旅客運送者が，過疎地有償運送又は福祉有償運送のいずれ 

かを行わないこととする場合に限る。） 

 (3) 路線又は運送の区域を減少する場合 

 (4) 事務所の名称及び位置 

 (5) 事務所ごとに配置する自家用有償旅客運送自動車の数及びその種類ごと 

  の数 

 (6) 運送しようとする旅客の範囲 

◆業務の廃止届出 

 業務の廃止の届出（別紙「⑥廃止届出用必要書類一覧」参考）の際は，登録

証の原本を登録簿の存する運輸支局長等に返納しなければならない。 

 

 

  

   

 

 


